
東京都行政書士会練馬支部 支部細則 

 令和3年4月23日改定 

 令和3年7月19日施行 

第１条（総則） 
東京都行政書士会（以下本会と称する）会則第５６条第２項により設置する支部

の組織及び運営は、この細則の定めるところによる。 

 
第２条（名称） 
本支部は東京都行政書士会練馬支部と称する 

 
第３条（目的） 
本支部（以下支部と称する）は会員相互の緊密な協力により品位の保持と社会的

地位の向上に努め、常に業務の改善、進歩を図り、もって公共の福祉と利益の増

進に寄与すると共に本会との連絡調整をはかることを目的とする。 

 
第４条（組織） 
支部は東京都練馬区内に事務所を有する本会員及び東京都練馬区内の事務所を

行政書士法第６条第１項に規定する行政書士名簿に登録している会員をもって

組織する。 

 
第５条（事務所） 
支部の事務所は、支部長の定める事務所内に置く。 
２．支部の事務所には所定の表札を提示する。 

 
第６条（事業） 
支部は、次の各号に掲げる事業を行うものとする。 
１．支部会員の業務の改善進歩を図るための業務を行う事業。 
２．支部会員の品位の保持と資質の向上を図るための業務を行う事業。 
３．支部会員相互の親睦、福利増進並びに連絡を図る事業。 
４．本会との連絡及び協調を図る事業。 
５．その他支部において必要と認めた事業。 

 
第７条（入会及び転入） 
本会に入会及び他支部より転入した者はその時より支部に所属する。 

 



第８条（退会及び転出） 
本会を退会した者及び他支部へ転出した者はその時より支部を退会したものと

する。 
第９条（支部会員名簿） 
支部に会員名簿を備える。ただし、本会作成の会員名簿を準用することができる。 
 

第１０条（役員） 
支部には次の役員を置く。 

１．支部長 １名 

２．副支部長 ５名以内（理事の中から選任する。また、内会計１名を含む） 

３．理 事 １５名以内 

４．監 査 ２名以内(他の役員と兼務することはできない) 
 

第１０条の２（顧問及び相談役） 
支部に顧問及び相談役を置くことができる。 
２．顧問及び相談役は役員会の承認を得て支部長が委嘱し、その任期は支部長と

同一とする。 
３．相談役は、役員会に出席することができる。 

 
第１１条（役員の選任及び報告） 
支部の役員は、別途定める役員選任規則に基づき総会において会員の中から選

任する。 
２．支部の役員選出の結果については、支部長が本会会長にこれを報告する。 

 
第１２条（役員の職務） 
支部長は支部を代表し支部の業務を統括する。 

２．副支部長は、支部長を補佐し支部長に事故があるときはその職務を代理し又

は代行する。 

３．理事は支部長と役員会を構成し、業務の執行を決定する。 

４．監査は支部の会計を監査し、役員会に出席することができる。 

 

第１３条（役員の任期及び再任の制限） 
支部役員の任期は就任後の第２回目定時総会の終結に至るまでとする。但し、再

任を妨げない。 
２．前項但書きの内、支部長の再任は２回までとする。 
３．役員が任期満了又は辞任した場合においては、その後任者が就任するまでは



その職務を行うものとする。 
４．補欠又は増員により選任された役員の任期は、他の役員の残任期間とする。 
第１４条（役員会） 
役員会は、必要に応じ支部長がこれを招集し議事を審議する。 

２．役員会は、必要に応じて事業部、委員会等の機関を設置し、支部運営に必要

な職務を担当させることができる。 

 

第１５条（代議員） 
支部に代議員を置く。 

 
第１６条（代議員の数及び選任） 
代議員は、毎年４月１日現在の支部会員数を基準とし、１０名につき１名の割合

で支部総会において選任することとし、過不足については、役員会で調整するも

のとする。 
２．支部長は、前項の選任結果を４月２５日までに本会会長に報告しなければな

らない。 

 
第１７条（代議員の職務） 
代議員は本会総会に出席し、その議決権を行使するとともに、支部活動に積極的

に参加するものとする。 

 
第１８条（代議員の任期） 
代議員の任期は１年とする。但し再任を妨げない。 

 
第１９条（総会） 
支部総会は、定時総会及び臨時総会とする。 
２．定時総会は、毎年４月２５日までに開き、臨時総会は必要に応じ開くものと

する。 
３．支部長は会員総数の３分の１以上の会員から招集の理由及び議案を記載し

た書面を提出して総会招集の請求があった時は、請求のあった日から１か月以

内に臨時総会を招集しなければならない。 
４．支部総会は、個人支部会員総数の３分の１以上の出席がなければ、会議を開

くことができない。 
５．前項の出席者数の算定にあたっては、「出席者の議決に従う」旨を記載した

書面を支部長に提出した当該個人支部会員の数を参入する。 

６．支部の役員の過半数が、天災その他不可抗力又は感染症、伝染病の大規模な



流行その他公衆衛生上の緊急事態等により、個人支部会員が当該支部の総会に

出席することが著しく困難であると決定した場合は、個人支部会員は、電子情報

処理組織を利用して音声と映像を送受信する方法により支部の総会に参加する

ことができる。電子情報処理組織を利用して音声と映像を送受信する方法によ

り参加した個人支部会員は、支部の総会に出席したものとみなす。 

 
第２０条（総会の議決事項） 
次に掲げる事項は総会の議決を得なければならない。 
１．支部細則変更に関する事項 
２．支部決算及び予算に関する事項 
３．支部役員の選任及び解任に関する事項 
４．事業計画の設定及び変更に関する事項 
５．その他総会が審議することを適当と決定した事項 

 
第２１条（総会の招集） 
支部総会を招集する時は、開催日の５日前までに会議の目的たる事項、日時、場

所を記載した書面をもって会員に通知しなければならない。 
 

第２２条（議長） 
役員会の議長は、支部長若しくは必要に応じて支部長が指名した副支部長がこ

れにあたることとする。 

２．支部総会の議長は総会によって指名された者がこれにあたることとする。 

 

第２３条（議事録） 
支部総会の議事の経過及びその結果を記載し、議長及び出席会員２名が署名捺

印し支部に保存すると共にその会議の結果を書面により本会に報告する。 

 
第２４条（本会役員の出席） 
支部総会には、必要に応じて本会役員が出席することができる。但し議決権を有

しない。 

 
第２５条（定足数） 
支部総会及び支部役員会は、出席者の過半数で決し、可否同数なる時は議長が決

する。 

 
第２６条（会計年度） 



支部の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 
第２７条（議決事項） 
支部長は定時総会に翌年度の事業計画、予算案及び当年度の決算を作成して提

出しなければならない。 

 
第２８条（資産） 
支部の経費は本会交付金、寄付金、支部会費及び雑収入をもって行う。 
 

第２９条（請求権） 
削 除 

 
第３０条（支部会費） 
支部会員は支部会費を納入する。 
１．支部会費は１か月５００円とし、翌年度１年分を前年度末までに支部指定口

座に振込み前納する。 
２．会計年度の中途に入会・転入した者は、本会に登録した月より年度末までを

前納する。 
３．退会・転出した者の前納した支部会費は返却しない。 

 
第３１条（資産の管理） 
支部の財産は支部長が管理する。 

 
第３２条（慶弔金） 
支部会員の冠婚葬祭その他費用の支出を必要とする場合は、別に定めるところ

により支給する。 
 

第３３条（補足） 
この定めにない事項については、役員会で決定する。 

 
附則 
１．この支部細則は平成８年４月１３日から施行する。 
２．この支部細則は平成９年４月１日から変更し施行する。 
３．この支部細則は平成１６年４月２３日から変更し施行する。 
４．この支部細則は平成１９年４月２０日から変更し施行する。 
５．この支部細則は平成２１年４月１日から改定し施行する。 



６．この支部細則は平成２２年４月２０日から改正し施行する。 

７．この支部細則は平成２６年４月２２日一部改正し、平成２６年８月４日より

施行する。 
８．この支部細則は平成２６年４月２２日一部改正し、平成２６年８月４日より

施行する。 
９． この支部細則は平成３０ 年４ 月２０ 日一部改正し、平成３０ 年７月３

０日より施行する。 

１０． この支部細則は令和３ 年４ 月２３ 日の支部総会で議決し、一部改正

し、令和３ 年７月１９日の本会会長の承認日より施行する。 

 


